
令
和

年

月

日
火
曜
日

(号
外
政
府
調
達
第



号
)

官
報

３ 総合評価に関する事項
 本工事の総合評価における評価項目及び評
価の着目点は、次のとおりとする。
以下、技術提案（具体的な施工計画）とは、
標準案と一部又は全て異なる施工方法で施工
することをいい、標準案とは、入札説明書（添
付図面等を含む。）の設計図面及び仕様等に示
した施工方法にしたがって施工することをい
う。
１）施工体制（施工体制評価点）
 品質確保の実効性 「工事の品質確保
のための適切な施工体制」について着目
し評価する。

〇インバートコンクリートは、内空変位
を抑制するために覆工や支保工と一体
となって地山の安定を図る永久構造物
であり、当該トンネルは強風化や多亀
裂なものまで岩相の変化が著しいこと
から、インバートが必要な状況である。
覆工と同様に構造物の品質向上をはか
るためインバートコンクリートの適切
な施工（養生）に十分留意する必要が
ある。

３）技術向上提案（具体的な施工計画）（加算
点）
 トンネル工における省人化・安全性向
上に関する施工計画 昨今の社会情勢や
技術者不足が懸念される建設業界の実情
に鑑み、建設現場におけるイノベーショ
ンの推進や生産性向上を図る必要があ
る。
本工事では、有用な技術の導入にかか
るコストの障害や普及が進みにくい工法
が促進され、トンネル自動化技術の一層
の推進と、トンネル施工のより安全性の
高い工法等を活用促進するため、以下の
「トンネル工における省人化・安全性向
上に関する施工計画」を評価項目とする。
〇装薬作業は災害リスクの高い切羽直近
での作業となる。そのため、装薬作業
の施工にあたっては安全性に十分留意
する必要がある。

４）省人化施工試行工事（トンネル）の受注
実績（加算点） 省人化施工試行工事（ト
ンネル）の受注実績に関する審査は、国土
交通省（中国地方整備局発注工事に限らな
い）発注工事において、省人化施工試行工
事（トンネル）の技術向上提案テーマごと
の受注実績の有無について評価する。共同
企業体にあっては、構成員のうち、技術提
案書に記載した自動施工技術等を保有する
企業の試行工事の受注実績の有無に対して
評価を行うものとする。

共同企業体の構成員としての実績は出資
比率が20％以上（地域維持型ＪＶの構成員
としての実績は出資比率が10％以上）であ
ること。ただし、乙型ＪＶ（異工種ＪＶ）
の同種工事の施工実績については、出資比
率に関わらず各構成員が施工を行った分担
工事の実績であること。
事業協同組合及び協業組合にあっては当
該組合施工の場合に限る。
経常ＪＶにあっては、構成員のうち１社
の主任技術者又は監理技術者が上記の工事
経験を有していればよい。
なお、当該実績が国土交通省及び内閣府
沖縄総合事務局開発建設部（開発建設部関
係事務所を含む）の発注した工事のうち入
札説明書に示すものに係る実績である場合
にあっては、評定点が入札説明書に示す点
数未満のものを除く。
また、当該実績の発注機関がＣＯＲＩＮ
Ｓに登録を義務付けている場合は、ＣＯＲ
ＩＮＳに登録されていなければ、実績とし
て認めない。
４）監理技術者にあっては、監理技術者資格
者証及び有効な監理技術者講習修了を有す
る者であること。
５）本工事は、建設業法第26条第３項第２号
の規定の適用を受ける監理技術者（専任特
例２号）の配置は認めない。
６）配置予定技術者に加え、専任補助者を配
置する場合は、当該工事に専任で配置でき
ること。なお、専任補助者は、上記１）～
４）に掲げる基準を満たすこと。
また、本工事において入札期限までに申
請できる専任補助者は１名とする。

本工事は、受注者が工期の始期と終期を設
定することができる工事であり、契約締結日
の翌日から工期の始期の前日までの間は、主
任技術者又は監理技術者の配置を要しない。
なお、本工事において入札期限までに申請
できる配置予定技術者は１名とする。
１）競争参加希望者と直接的かつ恒常的な雇
用関係にあること。
２）１級土木施工管理技士又はこれと同等以
上の資格を有する者であること。
なお、主任技術者の場合は、次に示す資
格を有する者でなければならない。
ア）「土木工事共通仕様書（中国地方整備
局版）第１編第１章第１節第30条工事関
係者に対する措置請求第２項技術者に対
する措置 追１」に示す資格を有する
者。
イ）ア）以外の主任技術者の場合には、「建
設業法第７条第２号イ、ロ又はハ」に示
す資格を有する者。（建設業法施行規則第
７条の３及び国土交通省告示第1424号
（平成17年12月16日）参照）

３）平成23年４月１日以降、申請書提出期限
日（以下「審査基準日」という。）までに元
請けとして完成・引き渡しが完了した、上
記の同種工事の経験を有する者であるこ
と。又は、平成23年４月１日以降、審査基
準日までに元請として完成・引渡が完了し
た海外施工実績のうち、海外インフラプロ
ジェクト技術者認定・表彰制度において認
定された工事が上記の同種工事の施工実
績を有していること。
ただし、配置予定技術者として満40歳以
下の若手技術者を配置し、かつ平成23年４
月１日以降、審査基準日までに上記に掲
げる同種工事の経験を有する専任補助者を
配置する場合に限り、配置する若手技術者
に求める平成23年４月１日以降、審査基準
日までに完成・引き渡しが完了した同種工
事実績は以下のとおりとする。
 トンネル工事の施工実績
なお、平成23年４月１日以降、審査基準
日までに産前産後休業（労働基準法（昭和
22年法律第49号）第65条第１項又は第２項
の規定による休業）、育児休業（育児休業、

介護休業等育児又は家族介護を行う労働者
の福祉に関する法律（平成３年法律第76号）
第２条第１号に規定する休業）、介護休業
（同条第２号に規定する休業）（以下「産休
育休等」という。）を取得した場合は、産休
育休等期間に相当する期間を評価対象期間
に加えることができる。

 申請書の提出期限の日から開札の日までの
期間に、中国地方整備局長から工事請負契約
に係る指名停止等の措置要領（昭和59年３月
29日付け建設省厚第91号）に基づく指名停止
を受けていないこと。

 本工事に係る設計業務等の受注者（受注者
が設計共同体の場合は各構成員をいう。以下
同じ。）、又は当該受注者と資本若しくは人事
面において関連がある又は特別な提携関係等
がある建設業者でないこと。
 入札に参加しようとする者の間に、資本関
係又は人的関係がないこと。
 本工事に事業協同組合又は協業組合として
申請書及び資料を提出した場合、その構成員
は単体として申請書及び資料を提出すること
はできない。

 施工体制確保の確実性 「工事の品質
確保のための施工体制のほか、必要な人
員及び材料の確保等の適切な施工体制」
について着目し評価する。

２）通常技術提案（具体的な施工計画）（加算
点）
 トンネル本体の品質・耐久性向上に関
する施工計画 トンネルは、長期間にわ
たり安全な使用に耐えるものでなければ
ならない。そのためトンネルの品質・耐
久性の向上にあたり特に配慮が必要であ
ることから、次の「トンネル本体の品質・
耐久性向上に関する施工計画」を評価項
目とする。
〇覆工コンクリートは、鋼製支保工、吹
付けコンクリートと一体となり、地圧、
地下水などトンネル外部からの負荷に
耐える構造体とするため、覆工厚さは
適切に確保することが重要である。厚
さ不足は覆工裏の空洞により耐久性の

低下が懸念される。そのため、覆工コ
ンクリートの耐久性向上を図るために
適切な施工（覆工コンクリートの厚さ
確認）に十分留意する必要がある。
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